
土木工事積算要領の 改定・追加・訂正 適用年月日（令和６年（2024年）４月１日以降積算基準日適用）

区 分 ページ 改 定 現 行 備 考

第１編 要領･土木 現 場 管
一般土木 -24 理 費 率
編 の改定

１．土木
請負工事
工事費積
算 要 領
（一般土
木編）

表４－１
～

表４－２
工種別現
場管理費
率標準値
表

文 言 整
理

現 場 管
理 費 率
の改定



土木工事積算要領の 改定・追加・訂正 適用年月日（令和６年（2024年）４月１日以降積算基準日適用）

区 分 ページ 改 定 現 行 備 考

第１編 要領･土木
一般土木 -25 現 場 管
編 理 費 率

の改定
１．土木
請負工事
工事費積
算 要 領
（一般土
木編）

表４－３
～

表４－４
工種別現
場管理費
率標準値
表



区　分 ページ 現　　行 備　考

第３部 要領・漁港 現場環境

漁港関係工 -19 改善費率の

事積算要領 改定

第１編

漁港関係工

事積算要領

４　間接工事費

２．共通仮設費

２－１１

現場環境改善費

第３部 要領・漁港 現場管理費

漁港関係工 -22 率の改定

事積算要領

第１編

漁港関係工

事積算要領

４　間接工事費

３．現場管理費

改　　定

適用年月日
（令和６年（2024年）４月１日以降積算基準日適用）漁港関係工事積算要領　の　改定・追加・訂正



要領・土木 － 24

表 ４－１ 工種別現場管理費率標準値表

純工事費 ７００万円以下 ７００万円を超え１０億円以下 １０億円を超える
もの

適用区分 下記の算定式により算出された率と
下記の率とする する。ただし、変数値は次による。 下記の率とする

工 種 区 分 Ａ ｂ

河 川 工 事 ４４.０５ １,１１８.２ －０.２０５２ １５.９１

河川・道路構造物工事 ４３.１１ ４０２.３ －０.１４１７ ２１.３４

海 岸 工 事 ２８.１１ １００.３ －０.０８０７ １８.８４

道 路 改 良 工 事 ３４.０９ ７６.４ －０.０５１２ ２６.４４

鋼 橋 架 設 工 事 ４８.８６ ２６５.１ －０.１０７３ ２８.６９

Ｐ Ｃ 橋 工 事 ３１.０６ １１１.０ －０.０８０８ ２０.８０

舗 装 工 事 ４０.８３ ５９８.０ －０.１７０３ １７.５４

砂防・地すべり等工事 ４６.２７ １,２２９.５ －０.２０８１ １６.４８

公 園 工 事 ４３.０９ ３４７.３ －０.１３２４ ２２.３４

電 線 共 同 溝 工 事 ６１.１９ ２,１３２.５ －０.２２５３ ２０.０１

橋 梁 保 全 工 事 ６５.８８ １,４６５.２ －０.１９６８ ３１.４５

下 水 道 （ ４ ） 工 事 ３５.５６ １７８.６ －０.１０２４ ２１.３９

（注）橋梁保全工事については「７００万円を超え１０億円以下」を「７００万円を超え３億円以下」に、

「１０億円を超えるもの」を「３億円を超えるもの」に読み替える。

（注）基礎地盤から堤頂までの高さが２０ｍ以上の砂防堰堤は、砂防・地すべり等工事に２％加算する。

表 ４－２ 工種別現場管理費率標準値表

純工事費 ２００万円以下 ２００万円を超え１億円以下 １億円を超えるもの

適用区分 下記の算定式により算出された率と
下記の率とする する。ただし、変数値は次による。 下記の率とする

工 種 区 分 Ａ ｂ

道 路 維 持 工 事 ６０.３３ ６１３.０ －０.１５９８ ３２.２９

河 川 維 持 工 事 ４２.３５ １６７.１ －０.０９４６ ２９.２５
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要領・土木 － 25

表 ４－３ 工種別現場管理費率標準値表

純工事費 １，０００万円 １，０００万円を超え２０億円以下 ２０億円を超える
以下 もの

適用区分 下記の算定式により算出された率と
下記の率とする する。ただし、変数値は次による。 下記の率とする

工 種 区 分 Ａ ｂ

（１） ５０.５７ ３５１.０ －０.１２０２ ２６.７５
共同溝等工事

（２） ３８.７８ １０３.５ －０.０６０９ ２８.０９

ト ン ネ ル 工 事 ４５.５６ １８９.４ －０.０８８４ ２８.５２

（１） ３４.９９ ４９.０ －０.０２０９ ３１.３２

下 水 道 工 事 （２） ３８.２１ ２０２.３ －０.１０３４ ２２.０９

（３） ３２.７２ ４６.８ －０.０２２２ ２９.０９

表 ４－４ 工種別現場管理費率標準値表

純工事費 ３億円以下 ３億円を超え５０億円以下 ５０億円を超える
もの

適用区分 下記の算定式により算出された率と
下記の率とする する。ただし、変数値は次による。 下記の率とする

工 種 区 分 Ａ ｂ

コ ン ク リ ー ト ダ ム ３１.１９ ３５.０ －０.００５９ ３０.６８

フ ィ ル ダ ム ３４.５９ １５４.９ －０.０７６８ ２７.８７

算 定 式

Ｊo ＝Ａ・Ｎpｂ

ただし Ｊo ：現場管理費率（％）

Ｎp ：純工事費（円）

Ａ・ｂ：変数値

（注）Ｊo の値は、小数点第３位を四捨五入して第２位とする。

工種区分は、「表１－１、１－２、１－３、１－４ 工種区分表」による。
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要領・漁港－19

表－① 共通仮設費率

対象額 600万円以下 600万円を超え20億円以下 20億円を超えるもの

適用区分等 算定式により算出された率とする

下記の率とする ただし､定数値は下記による 下記の率とする

工種区分 a b

浚渫工事 11.14％ 357.8 -0.2223 3.06％

漁港関係工事

構造物工事 7.97％ 132.7 -0.1802 2.80％

対象額 600万円以下 600万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの

適用区分等 算定式により算出された率とする

下記の率とする ただし､定数値は下記による 下記の率とする

工種区分 a b

海岸工事 13.08％ 407.9 -0.2204 4.24％

対象額 600万円以下 600万円を超え4億円以下 4億円を超えるもの

適用区分等 算定式により算出された率とする

下記の率とする ただし､定数値は下記による 下記の率とする

工種区分 a b

漁港構造物・海岸工事 6.12％ 1420.4 -0.3490 1.41％
（防舷材・電気防食）

共通仮設費率の算定式 Ｋｒ ＝ ａ・Ｐｂ （小数３位四捨五入）
ただし、 Ｋｒ ： 共通仮設費率（％）

Ｐ ： 共通仮設費率の算出対象額（円）
ａ、ｂ： 定数値

表－② 現場環境改善費率

対象額 600万円以下 600万円を超え20億円以下 20億円を超えるもの

適用区分等 算定式により算出された率とする

下記の率とする ただし､定数値は下記による 下記の率とする

工種区分 a b

浚渫工事 2.58％ 11342.3 -0.5375 0.11％
漁港関係工事

構造物工事 2.02％ 1192.6 -0.4089 0.19％

対象額 600万円以下 600万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの

適用区分等 算定式により算出された率とする

下記の率とする ただし､定数値は下記による 下記の率とする

工種区分 a b

海岸工事 4.02％ 17100.2 -0.5353 0.26％

現場環境改善費率の算定式 Ｉｒ ＝ ａ・Ｐｂ （小数３位四捨五入）
ただし、 Ｉｒ ：現場環境改善費率（％）

Ｐ ：現場環境改善費率の算出対象額（円）
ａ、ｂ：定数値

注）漁港構造物・海岸工事（防舷材・電気防食）については、現場環境改善費を計上しない。
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要領・漁港－22

表－③ 現場管理費率

対象額 700万円以下 700万円を超え20億円以下 20億円を超えるもの

適用区分等 算定式により算出された率とする

下記の率とする ただし､定数値は下記による 下記の率とする

工種区分 ａ ｂ

浚渫工事 24.08％ 82.2 -0.0779 15.50％

漁港関係工事

構造物工事 24.65％ 40.5 -0.0315 20.63％

対象額 700万円以下 700万円を超え10億円以下 10億円を超えるもの

適用区分等 算定式により算出された率とする

下記の率とする ただし､定数値は下記による 下記の率とする

工種区分 ａ ｂ

海岸工事 28.11％ 100.3 -0.0807 18.84％

対象額 700万円以下 700万円を超え4億円以下 4億円を超えるもの

適用区分等 算定式により算出された率とする

下記の率とする ただし､定数値は下記による 下記の率とする

工種区分 ａ ｂ

漁港構造物・海岸工事
22.74％ 88.2 -0.0860 16.06％

（防舷材・電気防食）

現場管理費率の算定式 Ｊｏ ＝ ａ・Ｎｐ
ｂ

（小数３位四捨五入）

ただし、 Ｊｏ ： 現場管理費率（％）

Ｎｐ ： 純工事費（円）

ａ､ｂ ： 定数値
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